
総第３８号

裁 決 書

審査請求人

処 分 庁 渋川市長 髙木 勉

審査請求人が令和５年１２月６日付けで提起した渋川市補助金等交付規則

の一部を改正する規則（令和５年渋川市規則第２号）による改正前の渋川市

補助金等交付規則（平成１８年渋川市規則第４５号。以下「規則」という。

）第１３条及び第１４条第１項に基づく渋川市長（処分庁）による補助金等

交付決定取り消し（令和５年９月８日付け市協第３６号）（以下「交付決定

取消し」という。）及び補助金等返還命令（令和５年９月１５日付け市協第

３８号）（以下「返還命令」という。）に関する処分（以下「本件処分」と

いう。）に係る審査請求について、次のとおり裁決する。

主 文

本件審査請求を却下する。

第１ 事案の概要

本件は、処分庁が審査請求人に対して行った本件処分に対し、審査請求

人が、不正な手段により補助金の交付を受けたものではない等と主張して

、本件処分の取消しを求める事案（以下「本件審査請求」という。）であ

る。

第２ 事実関係

１ 関係法令等の定め（本件処分に係る根拠法令等）



（１） 規則

（補助金等の交付の条件）

第７条 市長は、補助金等の交付の決定をする場合においては、次

に掲げる条件を付するものとする。

（１） 補助金等の一部又は全部を補助の目的に反して使用した

ときは、当該補助金等の一部又は全部の返還を命ずること。

（２） 市長又はその委任を受けた者若しくは監査委員から監査

の要求があったときは、その要求に応ずること。

（３） 補助事業を中止したときは、当該補助事業に係る補助金

等の返還を命ずること。

（４） その他市長において必要と認める事項

（交付の決定の取消し）

第１３条 市長は、補助事業者等が補助事業等の施行に当たり、次

の各号のいずれかに該当する場合は、補助金等の交付の決定の全

部又は一部を取り消すことができる。

（１） 予定された補助事業等を実施しないとき。

（２） 補助事業等の施行方法が適当でないとき。

（３） 不正な手段によって補助金等の交付を受けたとき。

（４） 補助金等を他の用途に使用したとき。

（５） 交付の決定の内容若しくはこれに付した条件又は法令、

条例及びこの規則に違反したとき。

（６） 補助事業等を予定の期間内に完了しなかったとき、又は

完了することが不可能若しくは困難であると市長が認めたとき

。

（補助金等の返還）

第１４条 補助事業者等は、補助金等の交付の決定が取り消された

場合において、当該取消しに係る部分に関し、既に補助金等の交

付を受けているときは、当該取消しに係る補助金等を市長の定め



る期限内に返還しなければならない。

２ （略）

（調査等）

第１５条 市長は、補助金等に係る予算の執行の適正を期するため

必要があるときは、補助事業者に対して必要な書類の提出を命じ

、又は職員をして調査をさせることができる。

２ （略）

（理由の提示）

第１６条 市長は、補助金等の交付決定の取消し、補助事業等の遂

行又は補助事業等の是正のための措置を命令するときは、当該補

助事業者に対してその理由を示さなければならない。

（２） コミュニティ広場等整備補助金交付要綱（令和５年４月１日施

行の全部改正による改正前のもの。以下「要綱」という。）

（補助対象経費）

第５条 補助金の交付の対象となる経費（以下「補助対象経費」と

いう。）は、コミュニティ広場等の新設及び既存のコミュニティ

広場等の整備に関する経費で、以下の項目に該当するものとする

。

（１） 土地の整備に係る経費

（２） 土地の境界等に設置するフェンスなどの経費

（３） コミュニティ広場等の敷地内に設置するトイレ等の工事

に要する経費

（４） コミュニティ広場等の敷地内に設置する照明灯の工事に

要する経費

（補助金の交付の申請）

第７条 補助金の交付の申請をしようとする者（以下「申請者」と



いう。）は、事業着手の７日前までに、補助金交付申請書に規則

第５条に掲げる書類のほか、整備を予定している広場等の現況写

真を添えて、市長に提出しなければならない。

（交付の条件）

第８条 次に掲げる事項は、交付の決定をする際の条件とする。

（１） 補助事業が予定の期間内に完了しない場合又は補助事業

の遂行が困難となった場合においては速やかに市長に報告し、

その指示を受けなければならない。

（２） 補助事業により取得し、又は効用の増加した財産につい

ては、事業の完了後においても善良な管理者の注意をもって管

理するとともに、その効率的な運営を図らなければならない。

２ 処分の内容及び理由

令和４年度に処分庁が要綱に基づき自治会館の看板設置に対する補助

金（以下「本件補助金」という。）の交付決定等を行い、当該自治会に

対し２０万５千円の補助金を支出したことに関する事項について、令和

５年８月３日に渋川市監査委員から渋川市職員措置請求に係る監査の結

果に関する報告により「市長は、当該自治会に２０万５千円の返還を命

ずること」との勧告を受け、規則第１５条第１項に基づく調査を行った

ところ、補助金交付申請書や自治会の総会等の資料といった証拠から、

「補助金交付決定時には補助対象経費として補助金を交付したものを改

めて補助対象経費として当てはまるか再度確認したところ該当しないと

判断したこと」、「当該自治会の会則に基づく自治会内の意思決定がな

されていないこと」及び「補助金交付申請書の添付書類に不備があった

こと」といった事実を認定し、規則第１３条に当てはめた結果、同条第

３号の「不正な手段によって補助金等の交付を受けたとき。」に該当す

ると判断し、処分庁が審査請求人に対して規則第１３条及び第１４条第

１項の規定により本件処分を行ったものである。

なお、返還命令については、補助金等返還金が地方自治法第２３１条



の３に基づき督促しなければならない歳入に該当しないためとの理由に

より、補助金等返還命令通知書の一部変更について（通知）（令和５年

１２月１日付け市協第３８号）が送付されている。変更の内容は、「補

助金等返還命令通知書（令和５年９月１５日付け市協第３８号）の表の

４の項中なお書きを削る。」というものである。当該なお書きとは、「

なお、期日までに納付されないときは、渋川市税外諸収入に対する延滞

金徴収条例に規定する延滞金を納付しなければならない」である。

３ 審理員による審理手続及び調査審議の経過

（１） 令和５年１２月６日、審査請求人は、行政不服審査法（平成２

６年法律第６８号。以下「法」という。）第２条に基づいて、本件処

分に対する審査請求を行った。

（２） 令和５年１２月１４日、審査庁が審理員を指名した。

（３） 令和６年１月４日、処分庁から審理員に弁明書が提出された。

（４） 令和６年１月２５日、審査請求人から審理員に反論書が提出さ

れた。

（５） 審査請求人からの口頭意見陳述の申立てはなかったので、口頭

意見陳述は実施されなかった。

（６） 令和６年２月７日、審査請求人から審理員に、令和６年１月３

１日付け審理員からの質問に対する回答書が提出された。

（７） 令和６年２月９日、処分庁から審理員に、令和６年１月３１日

付け審理員からの質問に対する回答書が提出された。

（８） 令和６年３月４日、審理員から審査庁に審理員意見書が提出さ

れた。

（９） 令和６年３月２７日、審査庁から渋川市行政不服審査会（以下

「審査会」という。）に諮問書が提出された。

（１０） 令和６年４月１７日、審査会において審議を行った。

（１１） 令和６年５月２２日、審査会において審議を行った。

第３ 審理関係人の主張の要旨



１ 審査請求人の主張の要旨

本件処分に対して、次の理由により処分の取消しを求める。

（１） 補助金等交付決定取り消し通知書記載の取消し理由のうち、「

要綱の補助対象経費に該当していない」ことは、自治会からの補助金

申請書提出時に確認できたことではないか。

（２） 補助金等交付決定取り消し通知書記載の取消し理由のうち、「

会則に基づく自治会の意思決定がされていない」については、役員会

において看板設置の確認と同意を得ている。突発的な大事業などを除

き通常は伍長会議において決定執行されるもので、意思決定は明白で

ある。

また、令和５年４月９日に開催された自治会総会の収支決算におい

て報告し、承認されている。

（３） 補助金等交付決定取り消し通知書記載の取消し理由のうち、「

申請書類の不備」についても、これも自治会からの補助金申請書提出

時に確認できたことではないか。

（４） 交付申請を認め補助金を支給したのは市行政で、正規の補助金

と受け止めている。

（５） 自治会は、嘘偽りを記載申請はしていない。市行政の不備や誤

りを自治会がいかにも不正な手立てにより補助金を受け取ったような

記載による「補助金等交付決定取り消し通知書」、「補助金等返還命

令通知書」はとうてい受入れがたい。

（６） 贈与契約解除要件は、負担付贈与の負担が履行されない場合又

は贈与契約が合意解約された場合と解するが、交付決定取消し及び返

還命令は該当しない。

２ 処分庁の主張の要旨

（１） 「要綱の補助対象経費に該当していないことは、当該自治会か

ら補助金申請書が提出された時に確認できた。」については、申請時

においては補助対象経費と判断したが、監査委員の勧告を受け再度確

認したところ、看板設置は要綱に定める補助対象経費には該当しない



と改めて判断したため、申請書提出時には判断できなかったことから

否認する。

（２） 「役員会で看板設置の確認と同意を得ている。突発的な大事業

などを除き通常は伍長会議において決定執行されるもので、意思決定

は明白である。」については、当該自治会会則第１４条第８項におい

て、総会の議事は、会則、事業報告、決算報告、監査報告、役員案、

事業計画案、予算案、その他とすると規定されており、当該看板設置

については、総会に諮り承認を得ることが必要であるが、総会の議事

で諮られていないこと。また、役員会（伍長会議）の議事録は作成さ

れておらず、協議し決定された事実を示す書類が残されていないこと

から否認する。

（３） 「申請書類の不備について、自治会からの補助金申請書提出時

に確認できた。」については、記載事実を認めるが、提出する自治会

にも不備のない書類の作成が必要であり、結果的に、提出書類に不備

があったという事実は変わらない。

（４） 「市行政の不備や誤りを自治会がいかにも不正な手立てにより

補助金を受け取ったような記載による補助金等交付決定取り消し通知

書と補助金等返還命令通知書はとうてい受け入れがたい。」について

は、主観的な事柄であるため認否に適さない。

（５） 当該補助金の交付は、不正な手段によるものであると判断した

。したがって、本件審査請求には理由がないから速やかに棄却される

べきである。

（６） 当該補助金は、規則及び要綱により創設されており、法律や条

例等の法律に準ずるものの委任を受けたものではないことから、本件

処分は行政処分ではなく、負担付贈与契約の解除として処分している

。

第４ 論点整理

１ 交付決定取消しが法に基づく審査請求の対象か

処分庁は、そもそも本件補助金の交付に関し、負担付贈与契約で、行



政処分ではないと主張しており、交付決定取消しが法の対象となる行政

処分ではないとすれば不適法となり却下となるため、この点について判

断する必要がある。

２ 返還命令が法に基づく審査請求の対象か

返還命令に関する法令等の根拠があるかの判断をする必要があり、１

と同様に、返還命令が法の対象となる行政処分ではないとすれば不適法

となり却下となるため、この点について判断する必要がある。

第５ 裁決の理由

１ 審査庁が認定した事実

（１） 交付決定取消しが法に基づく審査請求の対象か

裁判例として、交付済みの補助金返還を求めた住民訴訟で平成１２

年３月２３日東京地方裁判所判決では、「法律や条例の委任がなく、

単に行政庁の内部の規則だけで補助金の交付・不交付の決定に処分性

を付与することはできないものと解される。」と判示している。

このことから本件を見ると、本件補助金は、行政庁の内部規則であ

る規則及び要綱に基づくものであって、いずれも法律や条例にその根

拠があるとは認められず、本件補助金の交付は、事業者に対する資金

の贈与又は負担付贈与に該当すると認められる。

そうすると、本件補助金の法的性質は私法上の債権に分類され、交

付決定取消しは契約に基づく解除権の行使と考えられる。

（２） 返還命令が法に基づく審査請求の対象か

裁判例として、政務調査費の返還についての平成２３年９月８日福

岡高等裁判所判決の原判決等の表示の中で「原告が本件命令の取消し

又は無効確認を求めるためには、本件命令が「行政庁の処分その他公

権力の行使に当たる行為」に該当することを要する（行訴法３条２項

、同条４項）ところ、ここでいう「行政庁の処分その他公権力の行使

に当たる行為」とは、公権力の主体たる国又は公共団体が行う行為の

うち、その行為によって、直接国民の権利義務を形成し又はその範囲

を確定することが法律上認められているものをいうと解される。」と



判示している。

このことから、本件審査請求に係る返還命令を見ると、処分庁は返

還を命令した根拠は規則第１４条に基づくものであるとし、審理員の

審理の過程及び審査会の調査審議の過程においても返還を命令する根

拠となる法令等は見当たらない。

２ 論点に対する判断

本件審査請求の論点は、本件処分が、法に規定する審査請求をするこ

とができる処分に該当するか否かである。この点について判示及び認定

した事実から、以下のとおり判断した。

（１） 交付決定取消し

本件補助金の交付関係が行政処分に当たるということはできないし

、契約に基づく解除権の行使としての交付決定取消しが有効かどうか

についても行政処分に当たるということはできないので、交付決定取

消しに係る審査請求は不適法である。

（２） 返還命令

返還命令は「行政庁の処分その他公権力の行使に当たる行為」に該

当しないので、返還命令に係る審査請求は不適法である。

第６ 結論

以上のとおり、本件審査請求は不適法であることから、法第４５条第１

項の規定により、主文のとおり裁決する。

令和６年５月３０日

審査庁 渋川市長 髙 木 勉



教示

１ この裁決については、この裁決があったことを知った日の翌日から起算

して６か月以内に、渋川市を被告として（訴訟において渋川市を代表する

者は渋川市長となります。）、裁決の取消しの訴えを提起することができ

ます。ただし、この裁決の取消しの訴えにおいては、不服申立ての対象と

した処分が違法であることを理由として、裁決の取消しを求めることはで

きません。

２ ただし、上記の期間が経過する前に、この裁決があった日の翌日から起

算して１年を経過した場合は、裁決の取消しの訴えを提起することはでき

なくなります。なお、正当な理由があるときは、上記の期間やこの裁決が

あった日の翌日から起算して１年を経過した後であっても裁決の取消しの

訴えを提起することが認められる場合があります。


